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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　手持ち式小型電気器具であって、
　長手方向軸線を有するハンドルと、
　前記ハンドル内に配置されたモータアセンブリ（１００）と、を備え、
　前記モータアセンブリ（１００）が、
　２つの実質的に直交する面から形成された概ねＬ字形の磁気ヨーク（１０２）であって
、前記２つの実質的に直交する面が凹型の受容部を画定する、概ねＬ字形の磁気ヨーク（
１０２）と、
　実質的に前記凹型の受容部内に配置された鉄心（１０４）及びコイル巻線（１０６）と
、
　前記鉄心と前記コイル巻線の上側に配置された質量体と、を含み、
　前記質量体が、前記概ねＬ字形の磁気ヨークと接触せず、
　前記鉄心（１０４）及び前記コイル巻線（１０６）が、前記モータアセンブリ（１００
）の停止時に前記２つの実質的に直交する面の一方と接触しておらず、使用時に前記モー
タアセンブリが前記ハンドルの長手方向軸線に沿った線形振動を前記質量体に適用する手
持ち式小型電気器具。
【請求項２】
　前記モータアセンブリが、実質的に前記凹型の受容部内に配置された少なくとも１つの
磁石を更に含む、請求項１に記載の手持ち式小型電気器具。
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【請求項３】
　以下の特徴、
　（ｉ）前記少なくとも１つの磁石及び前記鉄心が、第１の間隙が形成されるように接触
しておらず、前記少なくとも１つの磁石及び前記概ねＬ字形の磁気ヨークが、第２の間隙
が形成されるように接触しておらず、前記第１の間隙及び前記第２の間隙が、互いに実質
的に垂直であること、
　（ｉｉ）前記少なくとも１つの磁石及び前記鉄心が、第１の間隙が形成されるように接
触しておらず、前記少なくとも１つの磁石及び前記概ねＬ字形の磁気ヨークが、第２の間
隙が形成されるように接触しておらず、前記第１の間隙及び前記第２の間隙が、間に約６
０°～約１２０°の角度を形成すること、
の１つ以上を有する、請求項２に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項４】
　前記モータアセンブリが、実質的に前記凹型の受容部内に配置された地鉄を更に含む、
請求項１～３のいずれか一項に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項５】
　前記地鉄が、前記鉄心と接触していない、請求項４に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項６】
　前記モータアセンブリが、前記概ねＬ字形の磁気ヨークに連結された板ばねを更に含み
、前記板ばねが、前記モータアセンブリの共振周波数を規定するように構成される、請求
項１～５のいずれか一項に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項７】
　前記板ばねが、概ねＵ字形である、請求項６に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項８】
　前記モータアセンブリが共振性である、請求項１～７のいずれか一項に記載の手持ち式
小型電気器具。
【請求項９】
　前記質量体が、前記モータアセンブリの共振周波数を規定するように構成される、請求
項１に記載の手持ち式小型電気器具。
【請求項１０】
　前記モータアセンブリの振動数が、約５０ヘルツ～約５００ヘルツである、請求項１～
９のいずれか一項に記載の手持ち式小型電気器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に手持ち式小型電気装置用モータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電動かみそり又は電動歯ブラシなどの手持ち式小型電気装置は、典型的には偏心重りな
どの別の構成要素を駆動するためのモータを含む。例えば、直流（ＤＣ）電動モータは、
偏心して取り付けられた構成要素を駆動するために使用される。しかしながら、様々な設
計に関する検討事項は、モータの性能及び手持ち式電気装置の構成に影響を及ぼす。手持
ち式小型電気装置にモータを利用する現行の方法は、制約された空間内にはめ込まれるＤ
Ｃモータ及び／又はＥ字形の磁気ヨークを含んでよい。例えば、電動湿式剃毛かみそりの
ハンドルは、モータなどの電子機器を収容するために、対応する手動の湿式剃毛かみそり
よりも一般にかさばる、かつ／又は大きい。かさばる、かつ／又は大きいハンドルは、結
果として望ましい人間工学的形状とはいえないことがある。一例では、Ｆｕｓｉｏｎ（登
録商標）ＰｒｏＧｌｉｄｅ（商標）Ｐｏｗｅｒ湿式剃毛かみそり（Ｔｈｅ　Ｇｉｌｌｅｔ
ｔｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｂｏｓｔｏｎ，ＭＡ）から入手可能）のハンドルの最小直径は、
約１１～１２ｍｍである。この制約された空間内に、手持ち式装置を駆動するのに十分な
出力を備えたモータを収容する必要がある。更に、ＤＣモータの性能は、動作電圧に依存
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する振動数に依存する。ＤＣモータの振動数は変更可能であるが、振動の振幅は変更でき
ない。その上、ＤＣモータの振動は、減衰（例えば、ユーザーによる手持ち式装置の接触
）、温度、及び／又は経年劣化による影響を受ける。しかしながら、一般に、より小さな
空間が望ましい場合、より小さなモータが使用されるが、モータ及び駆動される構成要素
の性能は、損なわれるか、又は望ましくないことがある。特定のモータを内蔵する手持ち
式小型電気装置の例には、米国特許出願公開第２０１０／０１７５２０７号、同第２００
８／０２０４１７７号、同第２００７／０１３７０４３号、及び同第２００５／００４６
２８１号、並びに米国特許第７，５５４，２２５号、同第７，０１５，６０２号、及び同
第６，９３３，６３０号が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１０／０１７５２０７号
【特許文献２】米国特許出願公開第２００８／０２０４１７７号
【特許文献３】米国特許出願公開第２００７／０１３７０４３号
【特許文献４】米国特許出願公開第２００５／００４６２８１号
【特許文献５】米国特許第７，５５４，２２５号
【特許文献６】米国特許第７，０１５，６０２号
【特許文献７】米国特許第６，９３３，６３０号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　次に、必要とされるのは、手持ち式小型電気装置のハンドル内に収容されるべきリニア
モータであり、このリニアモータは、現行の方法に比べて幅が狭く、少ない部品を有し、
耐久性が高い。手持ち式小型電気装置のモータは、より幅は狭いが、好ましくは、現行の
手持ち式装置より良好でないとしても、それらとほぼ同様に機能する（例えば、効率）。
更に好ましくは、モータアセンブリの共振周波数などの周波数は、より簡単に制御され得
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一態様では、本発明は、手持ち式小型電気器具のハンドルに関する。ハンドルは、ハン
ドル内に配置されたモータアセンブリを含む。モータアセンブリは、２つの実質的に直交
する面が凹型の受容部を画定するように、２つの実質的に直交する面から形成された、概
ねＬ字形の磁気ヨークを含む。また、モータアセンブリは、鉄心及びコイル巻線が、モー
タアセンブリの停止時に２つの実質的に直交する面の一方と接触しないように、実質的に
凹型の受容部内に配置された鉄心及びコイル巻線を含む。
【０００６】
　上記の態様は、以下の実施形態の任意の１つ以上を含み得る。モータアセンブリは、実
質的に凹型の受容部内に配置された少なくとも１つの磁石を更に含むことができる。少な
くとも１つの磁石は、実質的に凹型の受容部内に配置された２つの磁石であってもよい。
少なくとも１つの磁石及び鉄心は、第１の間隙が形成されるように接触していなくてもよ
く、少なくとも１つの磁石及び概ねＬ字形の磁気ヨークは、第２の間隙が形成されるよう
に接触していなくてもよい。第１の間隙及び第２の間隙は、互いに実質的に垂直であって
もよい。第１の間隙及び第２の間隙は、間に約６０°～約１２０°の角度を形成してもよ
い。モータアセンブリは、実質的に凹型の受容部内に配置された地鉄（back iron）を更
に含むことができる。地鉄は、鉄心と接触していなくてもよい。地鉄は、少なくとも１つ
の磁石に連結され、その上に配置されてもよい。地鉄は、概ねＬ字形の磁気ヨークと接触
していなくてもよい。モータアセンブリは、概ねＬ字形の磁気ヨークに連結された板ばね
を更に含むことができる。板ばねは、モータアセンブリの共振周波数を規定するように構
成されてもよい。板ばねは、概ねＵ字形であってもよい。板ばねは、概ねＬ字形の磁気ヨ
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ークの２つの実質的に直交する面の一方と重なるいずれの面とも接触しておらず、かつ／
又はこれらの面を有し得ないように、板ばねは、概ねＬ字形の磁気ヨークの一部と接触す
るのみであってもよい。概ねＵ字形の板ばねの平行な面は、磁気ヨークの２つの実質的に
直交する面の少なくとも一方と重なり合わない。モータアセンブリは、共振性（resonant
）であってもよい。モータアセンブリは、地鉄に連結された質量体（mass）を更に含むこ
とができる。質量体及び／又は地鉄は磁性であってもよく、例えば、質量体及び／又は地
鉄は軟質磁性材料であってもよい。質量体は、非磁性体であってもよい。質量体は、少な
くとも１つの地鉄又は少なくとも１つの磁石であってもよい。質量体は、モータアセンブ
リの共振周波数を規定するように構成されてもよい。モータアセンブリの結果として生じ
る力は、質量体の偏向に対して実質的に直線であり得る。モータアセンブリは、概ねＬ字
形の磁気ヨークの２つの実質的に直交する面の一方の外側と鉄心とに連結された取付台を
更に含むことができ、取付台は、凹型の受容部内に配置されない。モータアセンブリは、
ハンドルの長手方向軸線に沿って線形振動を適用するように構成されてもよい。モータア
センブリは、約７ｍｍ未満の直径を有するハンドルの部分に収容され得る。モータアセン
ブリの振動数は、約５０ヘルツ～約５００ヘルツであってもよい。
【０００７】
　別の態様では、本発明は、手持ち式小型電気器具のハンドルに関する。ハンドルは、ハ
ンドル内に配置されたモータアセンブリを含む。モータアセンブリは、２つの実質的に直
交する面が凹型の受容部を画定するように、２つの実質的に直交する面から形成された、
概ねＬ字形の磁気ヨークを含む。また、モータアセンブリは、第１の間隙が形成されるよ
うに少なくとも１つの磁石及び鉄心が接触しておらず、第２の間隙が形成されるように少
なくとも１つの磁石及び概ねＬ字形の磁気ヨークが接触しておらず、第１の間隙及び第２
の間隙が互いに実質的に垂直であるように、実質的に凹型の受容部内に配置された鉄心、
コイル巻線、及び少なくとも１つの磁石を含む。
【０００８】
　この態様は、以下の実施形態の任意の１つ以上を含み得る。第１の間隙及び第２の間隙
は、間に約６０°～約１２０°の角度を形成してもよい。少なくとも１つの磁石は、実質
的に凹型の受容部内に配置された２つの磁石であってもよい。モータアセンブリは、実質
的に凹型の受容部内に配置された地鉄を更に含むことができる。地鉄は、鉄心と接触して
いなくてもよい。地鉄は、少なくとも１つの磁石に連結され、その上に配置されてもよい
。地鉄は、概ねＬ字形の磁気ヨークと接触していなくてもよい。モータアセンブリは、概
ねＬ字形の磁気ヨークに連結された板ばねを更に含むことができる。板ばねは、モータア
センブリの共振周波数を規定するように構成されてもよい。板ばねは、概ねＵ字形であっ
てもよい。板ばねは、概ねＬ字形の磁気ヨークの２つの実質的に直交する面の一方と重な
るいずれの面とも接触しておらず、及び／又はこれらの面を有し得ないように、板ばねは
、概ねＬ字形の磁気ヨークの一部と接触するのみであってもよい。概ねＵ字形の板ばねの
平行な面は、磁気ヨークの２つの実質的に直交する面の少なくとも一方と重なり合わない
。モータアセンブリは、共振性であってもよい。モータアセンブリは、地鉄に連結された
質量体を更に含むことができる。質量体及び／又は地鉄は磁性であってもよく、例えば、
質量体及び／又は地鉄は軟質磁性材料であってもよい。質量体は、非磁性体であってもよ
い。質量体は、少なくとも１つの地鉄又は少なくとも１つの磁石であってもよい。質量体
は、モータアセンブリの共振周波数を規定するように構成されてもよい。モータアセンブ
リの結果として生じる力は、質量体の偏向に対して実質的に直線であり得る。モータアセ
ンブリは、概ねＬ字形の磁気ヨークの２つの実質的に直交する面の一方の外側と鉄心とに
連結された取付台を更に含むことができ、取付台は、凹型の受容部内に配置されない。モ
ータアセンブリは、ハンドルの長手方向軸線に沿って線形振動を適用するように構成され
てもよい。モータアセンブリは、約７ｍｍ未満の直径を有するハンドルの部分に収容され
得る。モータアセンブリの振動数は、約５０ヘルツ～約５００ヘルツであってもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
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　本発明の他の特徴及び利点、並びに本発明自体は、種々の実施形態の以下の説明を添付
の図面と共に読めば、より完全に理解されるであろう。
【図１】手持ち式小型電気器具のハンドルに配置された既知のモータアセンブリの概略斜
視図である。
【図２】既知のモータアセンブリの概略側面図である。
【図３】本発明の実施形態によるモータアセンブリの概略斜視図である。
【図４】図３のモータアセンブリの概略側面図である。
【図５】本発明の実施形態によるモータアセンブリの概略斜視図である。
【図６Ａ】本発明の実施形態による概略透視図を示し。
【図６Ｂ】本発明の実施形態による正面図を示す。
【図７】磁束密度のベクトルを示す、図６Ａ及び６Ｂのモータアセンブリの概略側面図で
ある。
【図８】本発明の実施形態によるモータアセンブリの力対変位のグラフである。
【図９Ａ】本発明の実施形態による種々のモータアセンブリの概略側面図を示す。
【図９Ｂ】本発明の実施形態による種々のモータアセンブリの概略側面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　特に断らないかぎり、冠詞「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、「１以上」を意味す
る。
【００１１】
　図１を参照すると、既知の手持ち式小型電気装置１０は、ハンドル２０と、ハンドル内
に配置されたモータアセンブリ３０とを含む。モータアセンブリ３０は、Ｕ字形又はＣ字
形の磁気ヨーク３２に連結されたモータ取付台３１を含む。磁気ヨークを有するモータア
センブリの非限定的な例が、米国特許出願公開第２０１０／０１７５２０７号、同第２０
０８／０２０４１７７号、同第２００７／０１３７０４３号、及び同第２００５／００４
６２８１号、並びに米国特許第７，５５４，２２５号、同第７，０１５，６０２号、同第
６，９３３，６３０号、及び同第６，０５１，９０２号に述べられている。コイル３３は
、Ｕ字形又はＣ字形の磁気ヨーク３２内に配置される。板ばね対３４は、磁気ヨーク３２
の概ね上側で板ばね対３４が近づく磁気ヨーク３２の外面に連結される。同様に磁気ヨー
ク３２の配置されるのは、同様に磁気ヨーク３２の上側の地鉄３８に連結された磁石対３
６である。レバー４０は、地鉄３８の上側に配置され、モータアセンブリ３０の出力を規
定する部分で板ばね３４に連結される。モータアセンブリ３０の動作時に、板ばね３４は
、共振周波数と、磁石３６及び地鉄３８が左右に振動できる、出力の仮想旋回軸とを規定
する。
【００１２】
　既知の手持ち式小型電気装置では、モータアセンブリはＤＣモータアセンブリである。
ＤＣモータアセンブリは、典型的には最大約５０～約５００ヘルツの振動数で約３，００
０～約３０，０００ＲＰＭで機能する。電動湿式剃毛かみそり内のＤＣモータアセンブリ
は、約１０～約１１ｍｍのハンドルの直径内に収まることが多い。
【００１３】
　図２では、別の既知の手持ち式小型電気装置５０の一部は、ハンドル６０の一部と、ハ
ンドル内に配置されたモータアセンブリ７０とで構成される。モータアセンブリ７０は、
Ｅ字形の磁気ヨーク７２を含む。コイル７３は、Ｅ字形の磁気ヨーク７２内に配置される
。板ばね対７４は、磁気ヨーク７２の概ね上側で板ばね対７４が近づく磁気ヨーク７２の
外面に連結される。同様に磁気ヨーク７２の上側に配置されるのは、同様に磁気ヨーク７
２の上側の地鉄７８に連結された磁石対７６である。レバー８０は、地鉄７８の上側に配
置され、モータアセンブリ７０の出力を規定する部分で板ばね７４に連結される。モータ
アセンブリ７０の動作時に、板ばね７４は、共振周波数と、磁石７６及び地鉄７８が左右
に振動できる出力の仮想旋回軸とを規定する。
【００１４】
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　図３及び４は、本発明の実施形態を示す。リニアモータ用モータアセンブリ１００は、
概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２に連結されたモータ取付台１０１を含み、ヨーク１０２は
、凹型の受容部を画定する２つの実質的に直交する面（例えば、２つの概ね線形の実質的
に垂直な面）を有する。「概ね線形」とは、ヨーク１０２の面が、例えば隆起部、突起部
、又は凹部といった非線形の要素を含み得るものであり、かつ／又は、製造上及び設計上
の配慮により、テーパ状及び／若しくはフレア状の端部などの非線形の領域をその長さに
沿って有してもよいということである。更に、又はあるいは、概ねＬ字形の磁気ヨーク１
０２は、２つの概ねＬ字形の構成要素を含むが、各構成要素は同一である必要はない。例
えば、２つの構成要素は、互いに接触し、少なくとも部分的に重なり合っていてもよい。
一実施形態では、モータ取付台１０１は、概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２の下に配置され
る。鉄心１０４は、概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２に連結されており、コイル巻線１０６
が鉄心１０４の周囲に巻かれている。鉄心１０４及びコイル巻線１０６の上側に配置され
るのは、質量体１０８である。質量体は、磁石対などの少なくとも１つの磁石１０９、地
鉄１１０、及びこれらの組み合わせからなる群から選択することができる。一実施形態で
は、質量体は磁性であってもよい。質量体は、モータアセンブリ１００の可動部を構成す
る。少なくとも１つの磁石１０９は、概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２の凹型の受容部内に
配置される。更に、又はあるいは、地鉄１１０も、概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２の少な
くとも実質的に凹型の受容部内に配置される。一実施形態では、地鉄１１０の一部は、凹
型の受容部の外部に配置される。磁石１０９及び地鉄１１０は、鉄心と接触しない。鉄心
及びコイル巻線は、２つの実質的に直交する面の一方と接触しない。磁石１０９は、第１
の間隙１１２が形成されるように鉄心１１０と接触しない。磁石１０９は、第２の間隙１
１４が形成されるように概ねＬ字形の磁気ヨーク１０２と接触しない。第１の間隙１１２
及び第２の間隙１１４は、互いに実質的に垂直である。これらの空隙１１２、１１４を平
面配向ではなく垂直配向に形成することは、例えばモータアセンブリ１００がより小さな
直径又は幅を有する寸法に収まり得るように、モータアセンブリ１００をより小さな寸法
にする（例えば、手持ち式装置に収容されるようにより小さな接地面積にする）のを助け
る。
【００１５】
　本発明の一実施形態では、モータアセンブリは、例えばモータアセンブリがハンドルの
長手方向軸線に沿った線形振動を適用するように、線形振動モータに関する。いずれの理
論にも束縛されるものではないが、線形振動は、湿式剃毛用及び歯磨き用などの特定用途
の手持ち式小型電気装置にとって有利であると考えられる。湿式剃毛及び歯磨き用途では
、回転振動モータは、人体（例えば、皮膚、手など）に不快な振動をもたらすと考えられ
る。更に、リニアモータを使用する場合、振動の振幅をより容易に変えることができる。
リニアモータでは振動数も容易に変えることができ、動作電圧、負荷（例えば、ダンピン
グ）、経年劣化、温度、又は他の要因により影響されることなく振動数を制御することが
できる。本発明のリニアモータアセンブリでは、振幅及び振動数を互いに独立して調整す
ることができる。
【００１６】
　一実施形態では、モータアセンブリ１００全体は共振性であってもよい。質量体は、共
振周波数を規定することができる。地鉄及び／又は電機子は、例えばタングステン、好ま
しくは高密度タングステンから作製された、電磁性であってもよい。
【００１７】
　図５、６Ａ、６Ｂ、及び７は、凹型の受容部を画定する２つの実質的に直交する面（例
えば、２つの概ね線形の実質的に垂直な面）を有する概ねＬ字形の磁気ヨーク２０２を備
えたモータアセンブリ２００が電機子２０４も含む、本発明の別の実施形態を示す。電機
子２０４は、少なくとも１つの磁石２０８（例えば、２つの磁石）の上面に配置された地
鉄２０６の、そのまた上面に配置されてもよい。更に、又はあるいは、板ばね２１０（又
は、板ばね対）は、概ねＬ字形の磁気ヨーク２０２に、例えば磁気ヨーク２０２の外面に
、連結される。一実施形態では、板ばね２１０（又は、板ばね対）は、板ばね２１０（又
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は、板ばね対）が磁気ヨーク２０２の２つの実質的に直交する面の一方に接触しないよう
に、磁気ヨーク２０２の一部に接触するのみである。板ばね２１０は、単一の概ねＵ字形
の一体構造であってもよく、又は板ばね２１０は、一対の概ねＬ字形の一体構造であって
もよい。板ばね２１０は、製造上及び設計上の配慮により、隆起部、突出部、開口部、凹
部、又はテーパ状若しくは／又はフレア状の末端部を含む場合でも、板ばね２１０は、概
ねＵ字形又は概ねＬ字形であり得る。一実施形態では、板ばね２１０は、板ばね２１０が
磁石２０８に接触しないように、地鉄２０６及び／又は電機子２０４に接触するか、又は
連結される。更に、又はあるいは、地鉄２０６及び／又は電機子２０４に接触又は連結し
た板ばね２１０の面（又は、板ばね対の面）は、概ね平行であり得る。概ね平行な面は、
磁石２０８と鉄心２１２との間の空隙（図６Ａ及び６Ｂでコイル巻線２１４を一部のみ示
すことにより示される）を概ね一定の距離にすることができる。一実施形態では、質量体
は、磁石対などの少なくとも１つの磁石２０８、地鉄２０６、電機子２０４、板ばね対な
どの板ばね２１０、及びこれらの組み合わせからなる群から選択することができる。質量
体は、モータアセンブリの可動部を構成する。一実施形態では、電機子２０４は、概ねＬ
字形の磁気ヨーク２０２の凹型の受容部の外側に配置される。
【００１８】
　地鉄２０６、磁気ヨーク２０２、及び鉄心２１２に好適な材料の例には、軟質磁性材料
、例えば、電気鉄板（積層状）、磁性鋼、又は軟質磁性塑性材料が挙げられるが、これら
に限定されない。一実施形態では、磁石２０８は、好ましくは希土類磁石（例えば、Ｎｄ
ＦｅＢ及びＳｍＣｏ）又は硬質磁性材料（例えば、ＡｌＮｉＣｏ）である。一実施形態で
は、コイル巻線２１４は、好ましくは銅、アルミニウム、又は銀から製造された導線であ
る。あるいは、コイル巻線２１４は、地鉄２０６、磁気ヨーク２０２、及び／又は鉄心２
１２に好適なものなどのシートから製造されてもよい。一実施形態では、板ばね２１０は
、好ましくはステンレス鋼などの非磁性鋼材料である。一実施形態では、電機子２０４は
、好ましくはタングステンなどの高密度材料である。電機子２０４は、地鉄２０６と同じ
材料であってもよい。
【００１９】
　モータ取付台は、鉄心の底部に配置されてもよい。このような実施形態では、モータア
センブリの動作時に、磁石、地鉄、電機子２０４（例えば、質量体）、又はこれらの組み
合わせが動く。別の構成では、磁石、地鉄、電機子（例えば、質量体）、又はこれらの組
み合わせは、ハウジングに取り付けられてもよい。このような構成では、モータアセンブ
リの動作時に、更なる可動部が更なる振動質量体として機能するように、モータアセンブ
リの残りの部分が動く。
【００２０】
　ここで図７を参照すると、本発明の実施形態（例えば、図５、６Ａ、及び６Ｂに示す実
施形態）の磁束密度のベクトルが示される。コイル巻線２１４を流れる電流は、鉄心２１
２に磁束を誘導する。その結果、磁石対などの磁石２０８は、磁束密度に従って整列する
。磁気回路により、地鉄２０６、磁石２０８、概ねＬ字形の磁気ヨーク２０２、及び鉄心
２１２の底部で閉ループが構成される。このような回路では、（１）磁石２０８と鉄心２
１２との間、及び（２）地鉄２０６と概ねＬ字形の磁気ヨーク２０２との間に、空隙が存
在する。空隙は、試料平面には配向されないが、互いに垂直に配向される。ヨーク２０２
と地鉄２０６との広く重なり合う面により、それらの間の空隙の磁気抵抗は低い。これは
、高い磁力を促進する。
【００２１】
　図８に示すのは、例えば図５、６Ａ、及び６Ｂに示す本発明の実施形態の、質量体の移
動距離にわたるモータアセンブリの力のグラフである。このような実施形態では、振動共
振系を達成することができる。共振周波数は、以下のように計算され得る。
【００２２】
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【数１】

　式中、ｆ＝共振周波数、ｍ＝質量、及びＣ＝総ばね定数である。総ばね定数は、ばね定
数と磁気抵抗力との和である。総ばね定数（Ｃ）は、結果として生じる力の線形回帰から
導き出され得る。
【００２３】
　一実施形態では、結果として生じる力は、質量体の移動距離にわたって実質的に直線の
勾配を有する。このような実施形態では、所望の移動範囲にわたって規定された共振周波
数を達成することができる。実質的に直線の結果として生じる力は、様々な方法で達成さ
れ得る。例えば、ばね力は直線又は実質的に直線であるため、磁気抵抗力とばね力との和
（すなわち、結果として生じる力）が実質的に直線になるように、磁気抵抗力をばね力に
比べて非常に小さく（例えば、ゼロ付近又はほぼゼロに）なるように設計することができ
る。別の例では、移動範囲にわたって実質的に直線の磁気抵抗力を有する磁気系を設計す
ることができる。
【００２４】
　本発明のモータアセンブリは、約８ｍｍ、好ましくは約７ｍｍの最大外径を有する手持
ち式小型電気装置の部分に収容され得る。動作中、質量体は、動作中に約＋／－０．７ｍ
ｍの変位を呈する。モータアセンブリの共振周波数は、約１０ヘルツ～約５００ヘルツ、
好ましくは約１０ヘルツ～約１２０ヘルツ、より好ましくは約９５ヘルツ～約１０５ヘル
ツ、更に好ましくは約１００ヘルツであってもよい。既知の手持ち式小型電気装置用モー
タアセンブリに比べて、本発明は、より小さい寸法（例えば、外径に関して約３０％小さ
い寸法）の、より少ない部品を有する、単純な設計であり、摩耗する部品が少ないために
より高い耐久性を有することができ、全体的な結果としてより低コストになる。
【００２５】
　一実施形態では、モータアセンブリの全長は、質量体（すなわち、アセンブリの可動部
）の寸法及び鉄コイルの寸法によって決まる。これら２つのパラメータは、意図した（動
作／共振）周波数により決定され得る。意図した周波数が小さいと、モータアセンブリは
長くなり、意図した周波数が大きいと、モータアセンブリは短くなる。
【００２６】
　いずれの理論にも束縛されるものではないが、概ねＬ字形の磁気ヨークは、既知の磁気
ヨーク（例えば、Ｕ字形又はＥ字形の磁気ヨーク）よりも良好ではないとしても、それら
とほぼ同様に機能すると考えられる。ある判断基準によると、概ねＬ字形の磁気ヨークは
、比較的低い効率を有する。更に、概ねＬ字形の磁気ヨークを金属シートで組み立てるこ
とは、困難なことがある。典型的には、高効率を有するモータは、より低い渦電流損失を
達成するために積層金属シートを使用する。本発明のモータアセンブリは、手持ち式小型
電気装置での使用を意図しているため、このような装置でのモータは小型であり、したが
って効率は典型的に低くなる。モータの寸法も、金属シートの使用を困難にする。したが
って、概ねＬ字形の磁気ヨークは、手持ち式小型電気装置内の既知のＵ字形又はＥ字形の
磁気ヨークよりも効率が向上しないとしても、それらとほぼ同じ効率を有すると考えられ
る。
【００２７】
　ここで図９Ａ～Ｂを参照すると、様々な機械的設計及び空間検討に好適な本発明の様々
な実施形態が示される。モータアセンブリ３００は、実質的に凹型の受容部を画定する２
つの実質的に直交する面（例えば、２つの概ね線形の実質的に垂直な面）を有する概ねＬ
字形の磁気ヨーク３０２を含む。２つの概ね線形の面の一方は、面全体は依然として概ね
線形であるが、線形面の残りの部分とは同一平面上にない終端部３０３を有することがで
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きる。終端部３０３は、（受容部の観点から）残りの部分に対して約４５°～約１３５°
、好ましくは約６０°～約１２０°の角度を形成してもよい。磁気ヨーク３０２の凹型の
受容部内に配置されるのは、少なくとも１つの磁石３０８（例えば、２つの磁石）の上面
に配置された地鉄３０６の、そのまた上面に配置された電機子３０４である。一実施形態
では、電機子３０４は、概ねＬ字形の磁気ヨーク３０２の凹型の受容部の外側に配置され
る。更に、又はあるいは、板ばね（図示せず）（又は、板ばね対）は、概ねＬ字形の磁気
ヨーク３０２に、例えば磁気ヨーク３０２の外面に、連結される。第１の空隙３１０は、
少なくとも１つの磁石３０８と、磁気ヨーク３０２に連結された鉄心３１２との間に形成
される。第２の空隙３１４は、少なくとも１つの磁石３０８及び／又は地鉄３０６の間に
形成される。第１の空隙３１０と第２の空隙３１４との間に形成される角度３１６は、約
４５°～約１３５°、好ましくは約６０°～約１２０°であってもよい。このような設計
形状は、モータアセンブリ３００を様々な配置又は形状に収容するのに柔軟性を提供する
。また、モータアセンブリ３００は、（例えば、より長く若しくは短くなるか、又はより
幅が広く若しくは狭くなるように）幅及び長さが異なっていてもよい。
【００２８】
　本明細書の全体を通じて与えられる全ての最大の数値限定は、それよりも小さい全ての
数値限定を、そうしたより小さい数値限定が恰も本明細書に明確に記載されているものと
同様にして包含するものと理解すべきである。本明細書の全体を通じて与えられる全ての
最小の数値限定は、それよりも大きい全ての数値限定を、そうしたより大きい数値限定が
恰も本明細書に明確に記載されているものと同様にして包含するものである。本明細書の
全体を通じて与えられる全ての数値範囲は、そうしたより広い数値範囲に含まれる全ての
より狭い数値範囲を、そうしたより狭い数値範囲の全てが恰も本明細書に明確に記載され
ているものと同様にして包含するものである。
【００２９】
　本明細書に開示した寸法及び値は、記載された正確な数値に厳密に限定されるものと理
解されるべきではない。むしろ、特に断らないかぎり、そのような寸法のそれぞれは、記
載された値及びその値の周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば
、「４０ミリメートル」として開示される寸法は、「約４０ミリメートル」を意味するも
のである。
【００３０】
　相互参照されるか又は関連する全ての特許又は特許出願を含む、本願に引用される全て
の文書を、特に除外すること又は限定することを明言しないかぎりにおいて、その全容に
わたって本願に援用するものである。いずれの文献の引用も、こうした文献が本願で開示
又は特許請求される全ての発明に対する先行技術であることを容認するものではなく、ま
た、こうした文献が、単独で、あるいは他の全ての参照文献とのあらゆる組み合わせにお
いて、こうした発明のいずれかを参照、教示、示唆又は開示していることを容認するもの
でもない。更に、本文書において、用語の任意の意味又は定義の範囲が、参考として組み
込まれた文書中の同様の用語の任意の意味又は定義と矛盾する場合には、本文書中で用語
に割り当てられる意味又は定義に準拠するものとする。
【００３１】
　本発明の特定の実施形態が例示され記載されてきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱
することなく他の様々な変更及び修正を実施できることが、当業者には自明であろう。し
たがって、本発明の範囲内にあるそのような全ての変更及び修正を添付の特許請求の範囲
で扱うものとする。
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